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研究要旨： 
本研究の目的は、我が国と諸外国における肥満及び関連疾患予防政策に対す

る基礎分析を行い、日本における政策提言を行うための基盤研究を行うこと

である。諸外国でも肥満および関連疾患へのさまざまな予防策が検討されて

いるが、一定条件のもとでは有効とされている施策であっても、実際実施し

たところ予測した結果が得られず、継続困難なものも認められた。したがっ

て、予測された有効性のみならず、実施可能性の高い施策が必要であると考

えられた。一方、我が国では、平成 20年度から生活習慣病発症の予防と医療
費適正化を目指して、特定健診・保健指導制度がはじまっており、保健指導

の長期的効果などに、一定の効果を得ていると考えた。本邦では、引き続き

社会環境的・医療経済的な視点を含めた政策が必要であり、その成果などに

ついて国際的な発信も求められている。 
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A. 研究目的 
 近年食生活の変化に伴い、肥満者数

は増加しており、それに伴う糖尿病な

ど肥満関連疾患の増加が問題となっ
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ている。我が国でも、加齢と疾病によ

り国民医療費は年々増加しているが、

肥満および関連する生活習慣病は、国

民医療費の約 3割、死亡者数の約 6割
を占めている。1 生活習慣病の発症は

生活習慣の改善により回避可能であ

り、国全体の施策として予防を図るこ

とが重要と考えられる。 
 そこで、本研究の目的は、我が国と

諸外国における肥満及び関連疾患予

防政策に対する基礎分析を行い、日本

における政策提言を行うための基盤

研究を行うことである。 

 
B. 研究方法 
 肥満政策俯瞰のため、肥満政策の根

拠となる研究として、これまでのコホ

ート研究等から得られた肥満やメタ

ボリック症候群および関連疾患に関

する知見について情報収集を行った。

また、我が国および諸外国の肥満・関

連疾患予防に対する、実施された政策

の具体的事例、提案された政策、政策

の評価に関する情報をそれぞれ収集

し た 。 検 索 デ ー タ ベ ー ス は 、

MEDLINE、Cochrane library、Web 
of Science、医中誌Webを用い、肥満
と生活習慣病発症の関連を検討した

研究を抽出した。対象言語は英語と日

本語とした。関連するレビューとその

参考文献や学会などでも情報収集を

行った。 
また、調査の中で、我が国の政策及

び政策評価研究に関しては、厚生労働

科学研究補助金により包括的に実施

されていることが多く、その詳細な報

告の多くは総合研究報告書として発

表されていることが判明し、厚生労働

科学研究成果データベース 2より、論

文として未発表の知見も含めた検索

を実施した。このデータベースにある

総合研究報告書は平成 16 年以降のも
のであり、その点を考慮し、検索語は

「特定健診」「保健指導」「健康日本 21」
3「食事バランスガイド」4「食生活改

善普及運動」「運動指針」「エクササイ

ズガイド」5-7とした。対象は、すでに

研究が終了し「総合研究報告書」が提

出されているものとした（検索項目、

報告書区分「総合」）。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は、文献・調査研究及び 2次
利用可能なデータベースから解析す

る研究であり、個人を研究対象者とす

るものではない。 

 
C. 研究結果 
(1) 肥満の定義について 
 肥満は、「脂肪組織に脂肪が過剰に

蓄積した状態」8 と定義される。簡便

な指標としては、体重を身長の二乗で

除した体格指数（Body Mass Index: 
BMI）が用いられている。欧米では
30kg/m2 以上が肥満とされているが、

日本では体格などの違い、また肥満頻

度が低くても疾病関与が高いことか

ら 25kg/m2 以上が肥満と定義されて

いる。一方東アジア諸国 9,10では、各

国で少しずつ違った定義になってい

るものの、ほぼ同様の値となっている。

（表 1） 
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(2) 我が国の現状 
 平成 24年国民健康・栄養調査では、
糖尿病有病者と予備軍は約2,050万人
と推計され、平成 9年以降増加してい
たが、平成 19 年の約 2,210 万人から
初めて減少に転じた。11また、同調査

において、BMI及び主な生活習慣の状
況について、都道府県別に年齢調整を

行い、都道府県別データを並べ高い方

から低い方に４区分に分け、上位群

（上位 25％）と下位群（下位 25％）
の状況を比較した結果、BMI、野菜摂
取量、食塩摂取量、歩数、現在習慣的

に喫煙しているもの割合（男性）で、

それぞれ上位群と下位群の間に有意

な差を認めた。11このような現状から、

どの都道府県においても自発的に生

活習慣の改善に取り組むことのでき

るような社会環境を構築するととも

に、一方で地域格差の縮小を目指した

政策視点が重要であることが示唆さ

れた。 

 
(3) 我が国の政策の変遷 
 我が国における健康増進にかかる

取り組みとして、昭和 53 年より「国
民健康づくり対策」が数次にわたって

展開されてきた（図 1）。1第 1次国民
健康づくり対策では、栄養、運動、休

養を3要素とした健康づくりの健康増
進事業を推進したが、なかでも栄養に

重点がおかれた。昭和 63 年からの第
2次国民健康づくり対策では、運動習
慣の普及に重点を置き、栄養・運動・

休養のすべての面で均衡のとれた健

康的な生活習慣の確立を目指すこと

とし、取り組みを推進した。平成 12
年からの第3次国民健康づくり対策で
は、一次予防の観点を重視した情報提

供などを行う取り組みを推進した。こ

れらは、我が国の健康水準、新たな健

康課題や社会背景等を踏まえながら、

内容が変遷してきたといえる。 

 
(4) 我が国の政策に関する研究 
 我が国では、これらの政策と並行し

て政策評価に関する研究が行われて

いた。厚生労働科学研究成果データベ

ースに報告書本文が掲載されている

のは平成 26年 1月 20日現在 498件
であった。「特定健診」で検索された

研究は 110件、そのうち研究が完了し
ているものは 22 件であり、該当研究
は 21 件であった（表 2）。「健康日本
21」で検索された研究は 159件、その
うち研究が完了しているものは 16 件
であり、該当研究は 15件であった（表
3）。「食事バランスガイド」で検索さ
れた研究は 14件、うち終了は 6件で
あり、該当研究は 6件であった（表 4）。
なお、「食生活改善普及運動」で検索

された研究はなかった。「運動指針」

あるいは「エクササイズガイド」で検

索された 22 件のうち完了している研
究は 5件であり、該当研究は 5件であ
った（表 5）。 

  
D. 考察 
我が国では主に効果の検証や目標

設定の妥当性に関する検討が行われ、

地域・ライフステージ別の健康課題を
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抽出し、次の施策へ応用されていた。

一方、政策の包括的評価、制度運営、

経済分析、政策目標設定に関する研究

なども行われているが、英語論文とし

て国際的に公表されているものは一

部であった。 
 肥満の蔓延が深刻な欧米諸国の肥

満政策は、国レベルのものとしては税

規制等が実施されているが、期待され

た効果が得られず、また継続困難と判

断され、中止された国もあった。10一

方、我が国では、平成 20 年度から生
活習慣病発症の予防と医療費適正化

を目指して、特定健診・保健指導制度

がはじまっており、保健指導の長期的

効果などに、一定の効果を得ていると

考えられた。 
 昨年の我々の研究において、非肥満

者であっても、内臓脂肪蓄積を認めれ

ば将来の生活習慣病リスクとなるこ

とが示されたが 13、現在非肥満者の高

血圧患者に対するモデル事業が開始

されており、非肥満者の生活指導に対

する効果検証が開始されている。 
なお、本調査の限界として、厚生労

働省研究成果データベースに登録さ

れている総合研究報告書は、平成 16
年度以降のものであり、それ以前の報

告書にて有用性が報告されている可

能性がある。 

 
E. 結論 
 本研究を通じて、諸外国と我が国の

肥満および関連疾患の予防に対する

政策やその成果が明らかとなった。日

本では肥満および生活習慣病に関す

る課題に先駆的に取り組んでおり、一

定の成果を上げている。これに関して

さらに深く検証するためには、特定健

診や特定保健指導のデータに基づく

解析が必要と考え、現在われわれは、

ナショナルデータを用いた研究プロ

ジェクト（メタボリック症候群・肥満

症の臨床疫学研究－ナショナルデー

タベースを用いた横断・縦断解析、申

出者：上嶋健治）を遂行中である。ま

た、社会環境的・医療経済的な視点を

含めた政策が必要と考えられ、その成

果などについて国際的な発信も求め

られていると考え、同プロジェクト内

でも検討する予定である。 
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（表 2）「特定健診・保健指導」に関する厚生労働科学研究成果 

 
番号 研究年度 研究タイトル 研究代表者 

1 2012 特定健診・保健指導開始後の実態を踏ま
えた新たな課題の整理と、保健指導困難

事例や若年肥満者も含めた新たな保健

指導プログラムの提案に関する研究 

横山 徹爾 

2 2012 生活習慣病予防活動・疾病管理による健
康指標に及ぼす影響と医療費適正化効

果に関する研究 

津下 一代 

3 2012 糖尿病の重症化・合併症予防に資する地
域連携の多角的評価の研究 

春日 雅人 

4 2012 わが国の健康増進事業の現状把握とそ
の評価および今後のあり方に関する調

査研究 

清原 裕 

5 2012 CKD 進展予防のための特定健診と特定
保健指導のあり方に関する研究 

木村 健二郎 

6 2012 慢性腎臓病（CKD）に関する普及啓発の
あり方に関する研究 

秋澤 忠男 

7 2012 成人を対象とした眼検診プログラムの
臨床疫学、医療経済学的評価 

山田 昌和 

8 2011 医療・介護・検診情報を接合した総合的
パネルデータ構築と地域医療における

「根拠に基づく健康政策（ＥＢＨＰ）」

の立案と評価に関する研究 

岩本 康志 

9 2011 口腔機能に応じた保健指導と肥満抑制
やメタボリックシンドローム改善との

関係についての研究 

安藤 雄一 

10 2010 医療保険者による特定健診・特定保健指
導が医療費に及ぼす影響に関する研究 

岡山 明 

11 2010 今後の特定健康診査・保健指導における
慢性腎臓病（CKD）の位置付けに関する
検討 

渡辺 毅 

12 2010 未受診者対策を含めた健診・保健指導を
用いた循環器疾患予防のための地域保

健クリティカルパスの開発と実践に関

岡村 智教 
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する研究 

13 2010 特定保健指導プログラムの成果を最大
化及び最適化する保健指導介入方法に

関する研究 

今井 博久 

14 2010 各種健診データとレセプトデータ等に
よる保健事業の評価に関する研究 

水嶋 春朔 

15 2009 保健指導への活用を前提としたメタボ
リックシンドロームの診断・管理のエビ

デンス創出のための横断・縦断研究 

門脇 孝 

16 2008 生活習慣病対策における健診・保健指導
による行動変容にかかる成功事例の収

集及びガイドラインの作成に関する研

究 

中原 俊隆 

17 2007 レセプトデータでみる医療費適正化政
策の有効性評価に関する研究 

財団法人  
医療経済研究 

社会保険福祉

協会 

18 2007 生活習慣病予防のための効果的な栄養
教育手法に関する研究 

山本 茂 

19 2007 疾病予防サービスの制度に関する研究 永井 良三 

20 2007 健康診査の精度管理に関する研究 渡邊 清明 

21 2007 職域における健康診査の効率的なプロ
トコールに関する研究 

松田 晋也 

 
 
（表 3）健康日本 21に関する厚生労働科学研究成果 

 
番号 研究年度 研究タイトル 研究代表者 

1 2012 生活習慣病予防活動・疾病管理による健
康指標に及ぼす影響と医療費適正化効

果に関する研究 

津下 一代 

2 2012 肥満残存高血圧合併睡眠時無呼吸患者
に対する防風通聖散及び大柴胡湯の治

療効果の比較と病態生理の解明 

陳 和夫 

3 2012 2010 年国民健康栄養調査対象者の追跡
開始（NIPPON DATA 2010)とＮＩＰＰ

三浦 克之 
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ＯＮ ＤＡＴＡ８０/９０の追跡継続に
関する研究 

4 2012 未成年者の喫煙・飲酒状況に関する実態
調査研究 

大井田 隆 

5 2012 健康寿命における鍾愛予測と生活習慣
病対策の費用対効果に関する研究 

橋本 修二 

6 2010 わが国の成人の喫煙行動及び受動喫煙
曝露の実態に関する全国調査 

尾崎 米厚 

7 2010 健康日本 21の中間評価・糖尿病等の「今
後の生活習慣病対策の推進について（中

間取りまとめ）」を踏まえた今後の生活

習慣病のためのエビデンス構築に関す

る研究 

緒方 裕光 

8 2008 健康寿命の地域指標算定の標準化に関
する研究 

橋本 修二 

9 2007 健康日本２１こころの健康づくりの目
標達成のための休養・睡眠のあり方に関

する根拠に基づく研究 

内山 真 

10 2006 ＮＩＰＰＯＮ ＤＡＴＡ９０の１５年
目の追跡調査による健康寿命およびＡ

ＤＬ、ＱＯＬ低下に影響を与える要因の

分析とＮＩＰＰＯＮ ＤＡＴＡ８０の

１９年追跡調査の分析 

上島 弘嗣 

11 2006 地方健康増進計画の技術的支援に関す
る研究 

河原 和夫 

12 2006 未成年者の喫煙実態状況に関する調査
研究 

林 謙治 

13 2005 国民健康・栄養調査における各種指標の
設定及び精度の向上に関する研究 

吉池 信男 

14 2004 健康日本２１計画の改訂と改善に資す
る基礎研究 

長谷川 敏彦 

15 2004 行動科学に基づく栄養教育と支援的環
境づくりによる地域住民の望ましい食

習慣形成に関する研究 

武見 ゆかり 
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（表 4）「食事バランスガイド」に関する厚生労働科学研究成果 

 
番号 研究年度 研究タイトル 研究代表者 

1 2010 胎児期から乳幼児期を通じた発育・食生
活支援プログラムの開発と応用に関す

る研究 

瀧本 秀美 

2 2009 日本人の食事摂取基準の活用方法に関
する検討 

由田 克士 

3 2008 食事バランスガイドを活用した栄養教
育・食環境づくりの手法に関する研究 

武見 ゆかり 

4 2008 食品の安全についての普及啓発のため
のツールおよびプログラムの開発に関

する研究 

丸井 英二 

5 2007 生活習慣病予防のための効果的な栄養
教育手法に関する研究 

山本 茂 

6 2006 若い女性の食生活はこのままで良いの
か？次世代の健康を考慮に入れた栄養

学・予防医学的検討 

吉池 信男 

 
 
（表 5）「運動指針・エクササイズガイド」に関する厚生労働科学研究成果 

 
番号 研究年度 研究タイトル 研究代表者 

1 2012 健康づくりのための運動基準・運動指針
改定ならびに普及・啓発に関する研究 

宮地 元彦 

2 2009 健康づくりのための運動基準・エクササ
イズガイド改定に関する研究 

田畑 泉 

3 2008 エネルギー必要量推定法に関する基盤
的研究 

田中 茂穂 

4 2008 生活習慣病一次予防に必要な身体活動
量・体力基準値策定を目的とした大規模

介入研究 

高橋 佳子 

5 2006 「健康づくりのための運動指針」に関す
る研究－身体活動量増加による生活習

慣病の一次予防効果－ 

田畑 泉 

 



11 
 

（資料 1）文献 

 
1 「健康日本 21 の推進に関する参考資料」、厚生科学審議会地域保健健康増進
栄養部会、次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会、平成 24年 

 
2 厚生労働科学研究成果データベース http://mhlw-grants.niph.go.jp/ 

 
3 健康日本 21、http://www.kenkounippon21.gr.jp/ 

 
4食事バランスガイド, http://www.maff.go.jp/j/balance_guide/ 

 
5 「健康づくりのための運動指針 2006～生活習慣病予防のために～＜エクササ
イズガイド 2006＞」、運動所要量・運動指針の策定検討会、平成 18年 

 
6 「健康づくりのための身体活動指針（アクティブガイド）」、厚生労働省 

 
7 「健康づくりのための身体活動基準 2013」、厚生労働省 

 
8日本肥満学会、肥満症診断基準 2011、日本肥満学会誌第 17巻臨時増刊号「肥
満研究」、2011、p.i 

 
9 Bei-Fan Z; Cooperative Meta-Analysis Group of Working Group on Obesity 
in China (December 2002). "Predictive values of body mass index and waist 
circumference for risk factors of certain related diseases in Chinese adults: 
study on optimal cut-off points of body mass index and waist circumference 
in Chinese adults". Asia Pac J Clin Nutr. 11 Suppl 8: S685–93. 
 
10 Kanazawa M, Yoshiike N, Osaka T, Numba Y, Zimmet P, Inoue S 
(December 2002). "Criteria and classification of obesity in Japan and 
Asia-Oceania". Asia Pac J Clin Nutr. 11 Suppl 8: S732–S737. 
 
11  平成 24年国民健康・栄養調査結果の概要、厚生労働省 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kenkou_eiyou_chousa.html 
 
12 Sassi F. Obesity and the Economics of Prevention, OECD publishing, 
2010. 



12 
 

 
13 Nakao YM, Miyawaki T, Yasuno S, Nakao K, Tanaka S, Ida M, Hirata M, 
Kasahara M, Hosoda K, Ueshima K, Nakao K. Intra-abdominal fat area is a 
predictor for new onset of individual components of metabolic syndrome: 
MEtabolic syndRome and abdominaL ObesiTy (MERLOT study). Proc Jpn 
Acad Ser B Phys Biol Sci. 2012;88(8):454-61. 
 
 
 


